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■背景
●水防法および土砂災害防止法の改正

・洪水浸水想定区域内の要配慮者利用施設について、避難確保計画の策定及び訓練の実

施が義務化（H29.6） 

・市町村長への訓練実施の報告義務化や避難確保計画・避難訓練に対する市町村長の助

言・勧告の追加(R3.7)

要配慮者利用施設の避難の実効性を確保するためのポイント【改正事項】
①避難確保計画の作成
②避難訓練の実施に加えて、市町村長への報告の義務化
③避難確保計画・避難訓練に対する市町村長の助言・勧告の制度化

社会福祉施設、学校、医療施設その他の主と
して防災上の配慮を要する者が利用する施設要配慮者利用施設

〔学校〕
・幼稚園
・小学校
・中学校
・義務教育学校
・高等学校
・中等教育学校
・特別支援学校
・高等専門学校
・専修学校（高等課程
   を置くもの）      等

〔医療施設〕
・病院
・診療所
・助産所        等

〔社会福祉施設〕
・老人福祉施設
・有料老人ホーム
・認知症対応型老人共同生活援助事業の用に
   供する施設
・身体障害者社会参加支援施設
・障害者支援施設
・地域活動支援センター
・福祉ホーム
・障害福祉サービス事業の用に供する施設
・保護施設
・児童福祉施設
・障害児通所支援事業の用に供する施設
・児童自立生活援助事業の用に供する施設
・放課後児童健全育成事業の用に供する施設
・子育て短期支援事業の用に供する施設
・一時預かり事業の用に供する施設
・児童相談所
・母子・父子福祉施設
・母子健康包括支援センター      等

これら施設の名称及び所在地

例
え
ば

【土砂災害警戒区域】

【浸水想定区域】
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■重点取組とした経緯

「要配慮者利用施設における避難訓練の実施」

■令和７年度の重点取組

●令和４年度・５年度における重点取組

「要配慮者利用施設における避難計画等の策定及び避難訓練の実施」

(目標：避難確保計画の作成率１００％の達成、避難訓練の実施)

●大阪府各機関の令和５年度取組状況調査結果(平均値)

・避難確保計画の作成： 97％ ・避難訓練の実施 ： 32％
●令和５年度ブロック別会議の意見

 ・避難確保計画の作成率はほぼ１００％を達成できているが、訓練の実施が進んでいない。

⇒(要因に関する意見) 福祉部門との連携の問題、実施報告ができていない、認知度が低い、対象施設が多い等

●令和６年度における重点取組 「要配慮者利用施設における避難訓練の実施」

●大阪府各機関の令和６年度取組状況調査結果(平均値)
・避難確保計画の作成： 98％ ・避難訓練の実施 ： 34％

●令和７年度は、「水ビジョンに基づく淀川の減災に係る取組方針」における
目標最終年度に該当するため、目標達成に向けた継続的な実施率の向上を目指す。

（前年度から実施率は高まったが
実施率は全体の1/3程度）

※令和6年度の取組状況調査結果は集計中のデータを含むため
今後変更される可能性があります。
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２．要配慮者利用施設の避難訓練実施率の目標値設定

■要配慮者利用施設のうち避難訓練を実施した割合（令和６年３月３１日 国土交通省集計値より）

順位 都道府県 要配慮者利用施設数 避難訓練実施数 避難訓練実施割合

1 徳島 1,799 1,307 72.7％

46 大阪 11,428 2,274 19.9％
全国平均 124,998 48,569 38.9%

全国集計との比較

・大阪府全体は、避難訓練実施率が19.9%で全国46位である。

・水害協大阪府域の12市町の平均実施率は約34%で、大阪府全体平均実施率より高い。

・しかし、約２／３の要配慮者利用施設は避難訓練を実施していない。

・現状実施率が80％未満の自治体は80％以上の実施を目指す。
・既に実施率が80％以上の自治体は100％の実施を目指す。



近畿地方整備局３．避難訓練の効果事例(令和5年7月)

4出典：要配慮者利用施設における水害からの避難の取り組みの成果事例集を加筆

R5.7



近畿地方整備局４．要配慮者利用施設における避難訓練の実施内容例

■要配慮者利用施設における避難訓練について

 要配慮者利用施設における避難訓練の実施にあたり、具体的な訓練方法には複数の種類（詳細は次
頁参照）がありますが、各施設の状況・事情等に応じて、必要な訓練に取り組むことで避難の実効性を
高めることができます。
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出典：要配慮者利用施設における水害からの避難の取り組みの成果事例集より

訓練の実施内容例

写真：山形県HP 要配慮者利用施設訓練支援内容

＜情報伝達訓練 実施内容例＞
 実際に利用者家族へ電話等を使った情報伝達を実施し、所

要時間や手段の妥当性、連絡先の妥当性をチェックし、避
難確保計画や連絡先一覧等を改善する。

＜避難訓練 実施内容例＞
 実際に施設利用者を、上層階や避難先へ移動させ、安全確保

の方法や、移動にかかる時間をチェックし、避難確保計画を改
善する。
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５．避難訓練の種類と参考資料

避難訓練の種類としては、施設以外の避難先に移動させる「立ち退き避難訓練」や施設の上階に移動させる「屋
内安全確保訓練」以外にも、 「図上訓練」 「情報収集・伝達訓練」 「避難経路等の確認訓練」 「設備や備品、持
ち出し品等の確認訓練」などがあります。

出典：要配慮者利用施設における避難確保計画の作成・活用の手引きより

【訓練の種類】
１．立ち退き避難訓練
２．屋内安全確保訓練
３．図上訓練
４．情報収集・伝達訓練
５．避難経路等の確認訓練
６．設備や備品、持ち出し品等

の確認訓練

※各訓練イメージは次頁以降参照

※ 要配慮者利用施設の避難確保計画の作成及び訓練実施を
促進するため、避難確保計画の作成や訓練について分かりやす
くポイントをまとめたリーフレットも参考ください。(参考資料‐3)
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５．避難訓練の種類と参考資料

出典：要配慮者利用施設における避難確保計画の作成・活用の手引きより

１

２
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５．避難訓練の種類と参考資料

出典：要配慮者利用施設における避難確保計画の作成・活用の手引きより

３

４

５

６
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６．訓練実施率向上に向けた国からの支援事例

■国からの支援内容と流れ

●市町村内の浸水区域全域の施設代表者への

説明会

・対象：要配慮者利用施設の管理者など

・避難の重要性説明

・各訓練の具体的な内容や方法の紹介

●モデル施設での「図上訓練」や「避難経路等の

確認訓練」

・対象：訓練の実践を行うモデル施設（応募等に

よる選定を想定）

・実践する訓練の選定及び実施

●訓練の実施結果の横展開（報告用配布資料作成）

・対象：浸水区域全域の要配慮者利用施設

・訓練内容や実施手順、工夫点などを整理した資料

を作成。

・作成資料を配布し、各施設での訓練実施の促進に

つなげる。
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